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３．総合政策 

○長浜市基本構想（概要） 
 

１．策定の趣旨 

  現在わが国は、人口減少、少子高齢化など社会構造の急激な変化や、経済のグローバル化、

情報通信の高度化などの社会経済情勢の変化といった、これまで経験したことのない大きな変

革期に突入しています。 

さらに、本格的な地域主権社会の到来により、自治体の行財政基盤の強化はもちろん、自ら

のまちを自らの責任でつくるという地域経営の視点に立ち、まちづくりを進めていくことが必

要となっています。 

こうしたなか、平成１８年２月１３日、旧長浜市、旧浅井町、旧びわ町の１市２町が合併し、

また、平成２２年１月１日に、長浜市と旧虎姫町、旧湖北町、旧高月町、旧木之本町、旧余呉

町、旧西浅井町の旧６町が合併して、新しい「長浜市」がスタートしました。 

本市においても、様々な社会変化や課題への対応、また多様化・高度化する市民ニーズへの

的確な対応とともに、個性豊かで多様な地域の魅力を十分活かし、特性をふまえたまちづくり

が求められています。 

そのため、合併基本計画や市民自治基本条例の理念との整合性を図りつつ、時代変化に的確

に対応し、長浜市を支える市民と行政が、ともに課題を共有しながら、めざすべき将来像の実

現に向けたまちづくりの基本指針として、基本構想を策定しました。 

 

２．基本構想の性格 

基本構想の期間は、平成１９年度を初年度とし、平成２８年度を目標年度とする１０年間と

しています。 

基本構想は、長浜市の特性と課題を踏まえつつ、１０年後（平成２８年度）の長浜市の姿を

展望して、めざすべき将来像を定め、市民と行政の協働によって、その実現に向かう基本指針

となるものであり、次により構成されます。 

 

○将来像 

新しいまちづくりと行政運営について、長浜市が１０年後を展望してめざすべき姿を定めた

ものです。 

○まちづくりの基本目標 

将来像を支えるまちづくりの基本となる５つの目標を定めたものです。 

○基本となる施策の大綱 

     まちづくりの基本目標を達成するために取り組むべき施策を大綱として定めたものです。 

○構想実現のための行政推進の取組 

     めざすべき将来像の実現に向けた市（行政）の行動指針を定めたものです。 

 

基本構想で定める将来像を実現するため、中期的計画（概ね３年間）を策定するとともに、

各行政分野において策定する基本計画や実施計画、地域別の計画などとあわせて、その達成評

価を行いながら計画的な取組を進めます。 

また、毎年度、庁内組織ごとに行動目標を具体的に示した経営計画を定め、その達成評価を

行うなど、計画的な取組を進めます。 
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３．特性と課題 

（１）特性 

本市は、滋賀県の東北部に位置し、北は福井県、東は岐阜県に接しています。周囲には伊吹

山系などの山々と、ラムサール条約の登録湿地でもある琵琶湖が広がっており、中央には琵琶

湖に注ぐ姉川や高時川、余呉川等により形成された豊かな湖北平野と水鳥が集う湖岸風景が広

がり、県内でも優れた自然景観を有しています。 

また、北國街道や北國脇往還、戦国時代を偲ばせる小谷城跡、賤ヶ岳・姉川の古戦場、竹生

島や国宝十一面観音、さらには長浜曳山祭やおこないなど、多くの歴史的、文化的資産を有し

ています。 

さらに本市は、京阪神や東海、北陸の経済圏域の結節点として、京都市や名古屋市からはお

およそ60㎞圏域、大阪市からはおおよそ100㎞圏域にあり、ＪＲ北陸本線・湖西線や北陸自動

車道を主な広域交通軸として、これらの経済圏域と利便性高く結びついています。 

  

（２）課題 

① 住民自治によるまちづくりの展開 

本市では、地域のことは地域で対応するという考えのもとに、地域づくり協議会をはじめ

自治会、ＮＰＯなどによる自主的なまちづくり活動が行われています。 

しかし、その一方で、少子高齢化や地域コミュニティの希薄化等により、こうした取組が

十分行えない状況も生じており、安心して生活できる地域社会を実現していくための望まし

い住民自治のあり方を示し、住民が主体となったまちづくりを継続的に進めていくことが重

要です。 

 

② 将来を担う人材の育成 

地域社会を支え、自然や歴史を守り育て、まちづくりを進める主役は「ひと」であり、地

域の将来を担う多様な人材の育成など、地域全体で「人間力」を育むことが重要です。 

このため、学校や家庭、地域社会において、学ぶことの楽しさを大切にして、子どもたち

一人ひとりの豊かな個性や創造力を育む質の高い教育環境づくりが必要となります。 

また、それぞれの地域個性を再認識、再発見して、住民の創意と工夫によるきめ細やかな

生涯学習や文化・スポーツ活動の充実を図り、地域に活かしていく仕組みづくりが求められ

ています。 

 

③ 少子高齢社会への対応と住民の安心と安全の確保 

少子高齢化と人口減少の同時進行による人口構造の変化に伴って、保健・福祉・医療・介

護などに対するサービス需要の増加と、それに伴う社会保障費の増加に対して改善を図るこ

とが求められています。あわせて、安心して子どもを産み、育てることができる環境や支援

の仕組みを、家庭や地域、行政が一緒になってつくりあげていくとともに、高齢者の豊富な

経験や知恵、力を地域のなかで積極的に活かしていく取組も必要です。 

また近年、大規模地震をはじめ雪害、豪雨災害などの自然災害が多発しており、さらに犯

罪の凶悪化、巧妙化も進んでいます。災害、犯罪や交通事故への対策を強化し、安心安全な

環境づくりを進める必要があります。 

 

④ 自然との共生と資源循環型社会への転換 

本市は、県内有数の貴重で豊かな自然を有しており、かけがえのない財産であるこれらの

自然環境を守るとともに、多様な機能に着目した森林の有効活用を図るなど、琵琶湖の水源

地であることの重要性を認識した自然環境保全が重要です。 

また、深刻化する地球温暖化への対策が強く求められており、省エネルギーや資源の有効

活用による廃棄物の減量などにより、環境負荷を軽減し、資源循環型社会への転換を図る必

要があります。 
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⑤ 多様な産業の創出と都市基盤づくり 

持続可能な発展を遂げていくためには、若者をはじめ幅広い世代に対応した雇用の場を確

保し、地域の経済的な自立性を高めていくことが重要であり、地域産業の振興や新たな産業

の創出、育成を戦略的に進めることが求められています。あわせて過疎地域や中山間地域な

どにおいても、地域特性を活かした多様な産業創出により、地域振興を図っていくことが求

められています。 

また、この地域に住み続けたい、住んでみたいと思える良好な住環境を整備するとともに、

経済活動を支え、生活の利便性を高めるための都市基盤の整備が必要です。 

 

４．将来像 

（１）将来像 

湖や山々の恵みを敬い感謝する「共生」の心、結いや普請などに見られる「協働」の心、街

道・湖道の交易で育まれた「交流」の心、鉄砲やちりめん、琴糸などの新技術の導入、雨森芳

洲や小堀遠州などの先人から伝わる「先覚」の心、長浜曳山まつり、おこないなどの伝統行事

に見られる「継承」の心を持つ市民がいきいきと輝いて活躍できるまち、地域が一体となり、

あるいは市民と行政が協働して、様々な取組を一歩一歩積み重ねていくことにより、地域全体

が光り輝くまちおよび新たな成長戦略の展開や、農林水産業の振興、地域文化を活かした観光

産業の振興などを進め、元気あるまちをめざし、このような理念に基づき、行政はもちろん、

市民一人ひとりが夢と希望を持ってまちづくりに参加し、知恵と行動を結集し、ともに実現を

めざす市の将来像を『協働でつくる 輝きと風格のあるまち 長浜』と定めます。 

 

（２）将来人口 

本市の人口は、これまで緩やかに増加し、平成 17年国勢調査では 124,498人、世帯数は 40,713

世帯となっていますが、平成 28年には 122,256人と平成 17年と比べて約 2,240人減少するも

のと推計されており、一方、核家族化等のさらなる進行により世帯数は 44,586世帯と約 3,870

世帯増加するものと見込まれます。 

こうした人口減少の課題に対して、企業誘致等による多様な雇用の場の創出、宅地開発や社

会資本の整備など居住環境の充実、きめ細やかな子育て支援や特色ある教育、市民ぐるみの健

康づくり、質の高い医療の確保など様々な定住促進を図り、基本構想の目標年次 2016年（平成

28年）の人口目標を 125,000人とします。 

 

（３）土地利用 

本市のめざすべき将来像「協働でつくる 輝きと風格のあるまち 長浜」を実現するため、

調和とまとまりを持った都市の形成を図るとともに、地域の潜在的な魅力や個性を引き出し、

新しい都市づくりに向けて、その基本となる都市構造の形成を図ります。 

自然とひととの共生を多様に育む「共生ゾーン」を基礎的なゾーンとして位置付け、そのう

えに、地域の個性を活かした活力ある都市活動が営まれる「都市ゾーン」を設定し、さらに、

広域的、あるいは地域間のまちとひとのつながりを支える交通網を中心とした「連携軸」を設

定します。 

 

５．まちづくりの基本目標 

本市のめざすべき将来像「協働でつくる 輝きと風格のあるまち 長浜」を実現するため、まち

づくりの基本目標を次の５つとします。 

 

（１）住民自治を確立し、市民が活躍できるまち 

   一人ひとりが、自立した市民として、自ら考え、仲間とともに行動するなかで、共助・協働の

心による長浜らしい住民自治を確立し、誇りが持てる地域社会を創造するとともに、市民一人ひ

とりが、相互に尊重し合い、夢を持っていきいきと活躍できるまちをめざします。 
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本市のめざすべき将来像「協働でつくる 輝きと風格のあるまち 長浜」を実現するため、まち

づくりの基本目標を次の５つとします。 

 

（１）住民自治を確立し、市民が活躍できるまち 

   一人ひとりが、自立した市民として、自ら考え、仲間とともに行動するなかで、共助・協働の

心による長浜らしい住民自治を確立し、誇りが持てる地域社会を創造するとともに、市民一人ひ

とりが、相互に尊重し合い、夢を持っていきいきと活躍できるまちをめざします。 

（２）豊かな人間性を育む、教育のまち 

未来を担う次世代の市民を育成するため、就学前教育や家庭の教育力の向上を図るとともに、

学校教育、地域学習など生涯にわたり、様々な教育機会を通じて、地域への愛着や豊かな人間性

を育む教育のまちをめざします。 

 

（３）安全で安心して暮らせるまち 

すべての市民が、生涯にわたって地域で健やかに生活し、安心して子どもを産み育てることが

できるよう、すべての市民に等しく提供すべきサービスを確保しつつ、災害や犯罪、事故に対し

ても不安を感じることなく安心して暮らせるまちをめざします。 

 

（４）環境に配慮した自然共生のまち 

琵琶湖の水源地域でもある豊かで素晴らしい自然を次の世代へ引き継いでいくため、自然を

慈しみ共生できるまちをめざします。また、市民一人ひとりが地球環境を意識した持続可能な

循環型社会の実現をめざします。 

 

（５）強固な経済基盤と豊かな地域魅力のもと、若い人たちが輝くまち 

都市の活力を維持し、元気なまちであり続けるため、新たな産業創出や内発型の産業振興を図

るとともに、住環境の整備や多様な都市機能を確保しながら、元気で活力あるまちをめざします。

特に安定した経済基盤のもと、若い人たちや子育て世代が躍動し、誇りをもって「住みたい、住

み続けたい」と思う魅力あるまちをめざします。 

 

 

６．基本となる施策の大綱 

まちづくりの基本目標を達成するために、市民と行政が取り組むべき基本的な施策の大綱を定

めます。 

 

（１）住民自治のまちづくり 

多様化する市民ニーズや地域社会の課題解決に向け、的確かつ効果的に取り組みながら、市民

満足度の高い地域社会を実現していくために、市民が主体となって考える住民自治のまちづくり

を進めます。 

また、地域づくり協議会や自治会、ＮＰＯなど、自主的な支え合い活動を円滑に進めることに

より、市民の間に一体感が芽生えるような仕組みをつくります。 

（基本となる施策） 

① 住民が主体となったまちづくりを進めます 

② 市民協働の取組を進めます 

③ 市政への市民参画の機会を充実します 

④ 安心して暮らせるコミュニティをつくります 

 

（２）お互いを認め合い、すべての人がいきいきと輝くまちづくり 

価値観や生活様式の違いなど、互いを認め合い、尊重し、それぞれの個性を生かしながら、市

民の誰もが夢をもっていきいきと活躍できるまちづくりを進めます。 

（基本となる施策） 

① 人権を大切にする人づくりを進めます 

② 男女共同参画社会づくりを進めます 

③ 意欲のある人たちが地域で活躍できる仕組みをつくります 

④ 多文化共生と国際交流を進めます 
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（３）学びの環境が充実したまちづくり 

就学前教育、学校教育、高等教育、家庭教育、社会教育など、地域に暮らす人が生涯にわたり、

必要な時期に必要とする教育を受けることができ、また地域への愛着を持ち、豊かな人間性を養

うことができるよう、学びの環境の充実を図ります。 

（基本となる施策） 

① 就学前教育を充実します 

② 公教育を充実します 

③ 相談体制の充実と規律ある学校づくりを支援します 

④ 高等教育機会の充実を図ります 

⑤ 家庭教育の充実を図ります 

⑥ 地域住民が教育に関わる仕組みをつくります 

⑦ 生涯学習・スポーツの振興を図ります 

⑧ 青少年の健全な育成を進めます 

 

（４）生涯を通じて健康に暮らせるまちづくり 

市民が生涯を通じていきいきとした生活を送ることができるよう、医療や社会保障、地域福祉

の充実、市民自らの健康づくりの取組を促します。また、高齢者やしょうがいのある人などが安

心して生活できるよう取り組むとともに、生活困窮者の自立を支援するなど、すべての市民が健

康で安心して暮らせるまちづくりを進めます。 

（基本となる施策） 

① 市民協働による地域福祉を進めます 

② 高齢者が健やかに暮らせるまちづくりを進めます 

③ しょうがい者福祉を充実します 

④ あらゆる世代の人が健康でいきいきと生活できる取組を行います 

⑤ 地域医療体制の充実を図ります 

⑥ 社会保障制度の適正な運営と生活支援の充実を図ります 

 

（５）災害に強く、犯罪・交通事故の少ないまちづくり  

市民の安全を脅かすあらゆる危機や有事に迅速に対応できる危機管理体制の整備を進めます。

また、地域防災・防犯体制を充実強化し、災害に強いまちづくり、犯罪・交通事故の少ない安全

で安心なまちづくりに取り組みます。 

（基本となる施策） 

① 危機管理体制の充実を図ります 

② 消防・防災体制の充実を図ります 

③ 防犯対策を推進します 

④ 交通安全対策を推進します 

 

（６）子どもが元気で、子育て安心のまちづくり 

子どもが健やかに育ち、また子どもを安心して育てられる環境整備に向けて、保護者はもちろ

ん、学校、地域住民、行政が連携して取り組みます。また、子育てへの市民の関心を高め、将来

を担う世代の育成という視点に立ち、地域ぐるみで子育て環境を充実します。 

（基本となる施策） 

① 子どもが笑顔で健やかに成長できる環境づくりを進めます 

② 地域ぐるみでの子育て活動を進めます 

③ 安心して子どもを生み育てられる環境をつくります 

④ 多様な保育サービスを充実します 
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（３）学びの環境が充実したまちづくり 

就学前教育、学校教育、高等教育、家庭教育、社会教育など、地域に暮らす人が生涯にわたり、

必要な時期に必要とする教育を受けることができ、また地域への愛着を持ち、豊かな人間性を養

うことができるよう、学びの環境の充実を図ります。 

（基本となる施策） 

① 就学前教育を充実します 

② 公教育を充実します 

③ 相談体制の充実と規律ある学校づくりを支援します 

④ 高等教育機会の充実を図ります 

⑤ 家庭教育の充実を図ります 

⑥ 地域住民が教育に関わる仕組みをつくります 

⑦ 生涯学習・スポーツの振興を図ります 

⑧ 青少年の健全な育成を進めます 

 

（４）生涯を通じて健康に暮らせるまちづくり 

市民が生涯を通じていきいきとした生活を送ることができるよう、医療や社会保障、地域福祉

の充実、市民自らの健康づくりの取組を促します。また、高齢者やしょうがいのある人などが安

心して生活できるよう取り組むとともに、生活困窮者の自立を支援するなど、すべての市民が健

康で安心して暮らせるまちづくりを進めます。 

（基本となる施策） 

① 市民協働による地域福祉を進めます 

② 高齢者が健やかに暮らせるまちづくりを進めます 

③ しょうがい者福祉を充実します 

④ あらゆる世代の人が健康でいきいきと生活できる取組を行います 

⑤ 地域医療体制の充実を図ります 

⑥ 社会保障制度の適正な運営と生活支援の充実を図ります 

 

（５）災害に強く、犯罪・交通事故の少ないまちづくり  

市民の安全を脅かすあらゆる危機や有事に迅速に対応できる危機管理体制の整備を進めます。

また、地域防災・防犯体制を充実強化し、災害に強いまちづくり、犯罪・交通事故の少ない安全

で安心なまちづくりに取り組みます。 

（基本となる施策） 

① 危機管理体制の充実を図ります 

② 消防・防災体制の充実を図ります 

③ 防犯対策を推進します 

④ 交通安全対策を推進します 

 

（６）子どもが元気で、子育て安心のまちづくり 

子どもが健やかに育ち、また子どもを安心して育てられる環境整備に向けて、保護者はもちろ

ん、学校、地域住民、行政が連携して取り組みます。また、子育てへの市民の関心を高め、将来

を担う世代の育成という視点に立ち、地域ぐるみで子育て環境を充実します。 

（基本となる施策） 

① 子どもが笑顔で健やかに成長できる環境づくりを進めます 

② 地域ぐるみでの子育て活動を進めます 

③ 安心して子どもを生み育てられる環境をつくります 

④ 多様な保育サービスを充実します 

 

 

 

 

（７）自然を守り育てるまちづくり 

豊かな緑や多様な生物といった自然をかけがえのない財産として、次世代に引き継いでいくた

めに、市民と行政が一体となって保全に取り組みます。また、自然と調和した都市づくりに向け

て、市民一人ひとりが環境問題を考えるとともに、身近な保全活動や生物の生育・生息空間の保

全に取り組みます。 

（基本となる施策） 

① 自然環境の保全に努めます 

② 環境教育を推進します 

③ 環境美化活動を推進します 

 

（８）地球にやさしいまちづくり 

地球温暖化を抑制し、住みよい環境を守るために、温室効果ガスの削減に向けた取組を進める

とともに、市民や事業者、行政などそれぞれの主体が環境負荷の少ない生活様式や事業活動を推

進するなど、資源循環型社会の構築を図ります。 

（基本となる施策） 

① 地球温暖化対策を進めます 

② 循環型社会システムを構築します 

③ エネルギーの有効活用を推進します 

④ 公害を防止し、より良い地域環境づくりを進めます 

 

（９）地域の魅力を高めるまちづくり 

市民がいつまでもこの地域で住み続けたいと感じるために、地域への愛着と郷土を誇りに思う

心を育む取組を進めます。 

また、まちの美しい景観を守り育てるなど、豊かな地域資源に磨きをかけながら、魅力のある

まちづくりを推進します。 

（基本となる施策） 

① 地域にある伝統や歴史、文化を継承します 

② 市街地と郊外地域の相互交流を図ります 

③ 地域魅力の情報を発信します 

④ 美しい景観を保全、創出します 

 

（１０）たくましい経済基盤をつくるまちづくり 

地域産業の基盤を安定的に確保するとともに、次世代成長産業の創出や育成、観光をはじめと

する新たな集客交流の創出等による地域経済の活性化、活力ある農林水産業の展開など、産業の

競争力や地域経済の活力を高める取組を進めます。 

(基本となる施策) 

① 中小企業をはじめとする地域産業の振興に努めます 

② 企業誘致や未来につながる次世代成長産業を育てます 

③ 地域特性を生かした広域観光の振興を図ります 

④ 集客交流の促進による地域経済の活性化を図ります 

⑤ 活力ある農林水産業を振興します 

⑥ 地域ぐるみで鳥獣害対策を推進します 

⑦ 多様な就労機会の確保と定住を促進します 

 

（１１）住み良さを高めるまちづくり 

まちの活力を維持し、元気なまちであり続けるためには、住環境の整備や多様な都市機能の確

保、集落環境の整備など、全ての人に住みやすいまちづくりが必要です。特に若い人たちや子育

て世代に魅力があり、仕事と生活の良好なバランスを保ち、それぞれのライフスタイルに応じて

地域で継続的に活躍できる場と機会を安定的に確保し、住みたい、住み続けたいと思うまちづく

りを進めます。 
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７．構想実現のための施策の取組 
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７．構想実現のための施策の取組 

  

 

   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

     

 

 

 

 

     

 

 

 

 

     

 

      

 

（６）広域的な連携のあり方について検討します 

     かつて１市１２町あった湖北地方の自治体は、合併によって本市と米原市の２市となりました。

このため、現在の２市による広域連携について見直しを行うとともに、新たに隣接自治体となっ

た高島市や福井県敦賀市等も含めた広域的な協力、連携による課題の解決や地域振興策について

検討します。 

 

（７）課題に迅速、柔軟に対応する組織づくりを行います 

     本庁と北部振興局、各支所、各部局間の緊密な連携やネットワークにより、広大な市域に対応

した施策の展開や課題解決を図ります。 

また、社会経済状況の急激な変化に迅速に対応し、市民に満足度の高いサービスを提供できる

よう、現行組織にとらわれない柔軟性、機動性のある組織づくりを進め、重要課題の解決にあた

ります。 

 

（８）職員の資質向上に努めます 

     合併によって一時的に職員数は増加しましたが、定員適正化計画に基づき順次削減を行うなか

で、今後は、一人ひとりの職員に、より高い執務能力と資質の向上が求められます。 

このため、様々な職員研修に加え、職員の自主的な行動を促すことにより、政策を企画・立案・

実行できる政策形成能力や、社会情勢の変化等に敏感に対応できる広い視野を持った職員の育成

に努めます。 

 

８．次期基本構想について 

現在、平成２９年度から平成３８年度までを計画期間とする新・長浜市総合計画（基本構想含む）

を策定中です。                                        
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○長浜市定住自立圏共生ビジョン（要旨）

１．定住自立圏構想の概要

わが国の総人口は、今後急速に減少することが見込まれており、とりわけ地方圏においては、

少子高齢化の進展による地域活力の低下や若者を中心とした大都市圏への人口流出などにより、

極めて厳しい状況になることが予想されています。このような状況をふまえて、地方圏からのこ

れ以上の人口流出を食い止め、住民が安心して暮らせる持続可能な地域をつくることが全国的な

課題となっています。定住自立圏構想は、このような問題意識の下で、市町村の主体的取組とし

て、「中心市」の都市機能と「周辺市町村」の農林水産業、自然環境、歴史、文化など、それぞ

れの魅力を活用して、 や企業などの民間の担い手を含め、相互に役割分担し、連携・協力す

ることにより、地域住民のいのちと暮らしを守るため圏域全体で必要な生活機能を確保し、地方

圏への人口定住を促進する政策です。

２．長浜市定住自立圏共生ビジョン

広域合併をした長浜市においては、定住自立圏構想推進要綱において特例的に認められる合併

市圏域として、旧長浜市の長浜地域（以下「中心地域」）と、旧 町の虎姫地域、湖北地域、高

月地域、木之本地域、余呉地域および西浅井地域（以下「周辺地域」）で「長浜市定住自立圏」

を形成しています。当圏域では、 市 町による広域合併以前から、中核的な医療機関や福祉・

教育環境など、すでに一定の都市機能が集積し、経済・文化・社会の中心的な役割を担ってきた

中心地域と、豊かな自然と景観に囲まれた緑豊かな周辺地域を一体とした住民の生活文化圏が形

成されてきました。

圏域全体としての魅力を高め、人口の定住を図るため、平成２２年１１月２９日に行った「中

心地宣言」に基づき、平成２３年度から同２７年度の５年間を計画期間とした長浜市定住自立圏

共生ビジョンを策定し、その中に「生活機能の強化」、「結びつきやネットワークの強化」、「圏域

マネジメント能力の強化」の３つの観点ごとに、中心地域と周辺地域が連携して推進する具体的

な取組を定めてきました。

今後は、平成２８年３月２５日に策定した２期ビジョン（計画期間：平成２８年度～同３２年

度）に基づき、多様な自然、文化、ライフスタイルを有する地域特性と、商業やモノづくりの盛

んな地として地域活力の創出を図ってきた産業特性を踏まえ、圏域全体の一体感の醸成と住民と

行政の協働による様々な取組を推進していきます。さらには、新たな成長戦略の展開や農林水産

業の振興、地域文化を活かした観光産業の振興などを図ることで、圏域全体の均衡ある発展をめ

ざしていきます。
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○長浜市定住自立圏共生ビジョン（要旨）

１．定住自立圏構想の概要

わが国の総人口は、今後急速に減少することが見込まれており、とりわけ地方圏においては、

少子高齢化の進展による地域活力の低下や若者を中心とした大都市圏への人口流出などにより、

極めて厳しい状況になることが予想されています。このような状況をふまえて、地方圏からのこ

れ以上の人口流出を食い止め、住民が安心して暮らせる持続可能な地域をつくることが全国的な

課題となっています。定住自立圏構想は、このような問題意識の下で、市町村の主体的取組とし

て、「中心市」の都市機能と「周辺市町村」の農林水産業、自然環境、歴史、文化など、それぞ

れの魅力を活用して、 や企業などの民間の担い手を含め、相互に役割分担し、連携・協力す

ることにより、地域住民のいのちと暮らしを守るため圏域全体で必要な生活機能を確保し、地方

圏への人口定住を促進する政策です。

２．長浜市定住自立圏共生ビジョン

広域合併をした長浜市においては、定住自立圏構想推進要綱において特例的に認められる合併

市圏域として、旧長浜市の長浜地域（以下「中心地域」）と、旧 町の虎姫地域、湖北地域、高

月地域、木之本地域、余呉地域および西浅井地域（以下「周辺地域」）で「長浜市定住自立圏」

を形成しています。当圏域では、 市 町による広域合併以前から、中核的な医療機関や福祉・

教育環境など、すでに一定の都市機能が集積し、経済・文化・社会の中心的な役割を担ってきた

中心地域と、豊かな自然と景観に囲まれた緑豊かな周辺地域を一体とした住民の生活文化圏が形

成されてきました。

圏域全体としての魅力を高め、人口の定住を図るため、平成２２年１１月２９日に行った「中

心地宣言」に基づき、平成２３年度から同２７年度の５年間を計画期間とした長浜市定住自立圏

共生ビジョンを策定し、その中に「生活機能の強化」、「結びつきやネットワークの強化」、「圏域

マネジメント能力の強化」の３つの観点ごとに、中心地域と周辺地域が連携して推進する具体的

な取組を定めてきました。

今後は、平成２８年３月２５日に策定した２期ビジョン（計画期間：平成２８年度～同３２年

度）に基づき、多様な自然、文化、ライフスタイルを有する地域特性と、商業やモノづくりの盛

んな地として地域活力の創出を図ってきた産業特性を踏まえ、圏域全体の一体感の醸成と住民と

行政の協働による様々な取組を推進していきます。さらには、新たな成長戦略の展開や農林水産

業の振興、地域文化を活かした観光産業の振興などを図ることで、圏域全体の均衡ある発展をめ

ざしていきます。

○長浜市人口ビジョン及び 

長浜市まち・ひと・しごと創生総合戦略（要旨） 
 

１． 長浜市人口ビジョン 

（１）現状と課題 

本市においては、1980 年代後半～1990 年代前半のいわゆるバブル経済期を除き、人口は増加

傾向にありましたが、国勢調査では、2005（Ｈ17）年にピークを迎えて以降、現在まで人口減少

が続いており、自然動態、社会動態ともに減少基調をとる本格的な人口減少時代に入っています。 

 

① 自然増減は、2007（Ｈ19）年以降は死亡数が出生数を上回る自然減に転じています。 

合計特殊出生率は全国平均及び県内平均を上回るものの、国の長期ビジョンにおいて示され

た国民希望出生率（1.8）や、人口置換水準（2.07）には及んでいません。 

② 社会増減は、2009（Ｈ21）以降、転出数が転入数を上回る社会減となっています。 

移動先の面からみると、三大都市圏よりも県南部への転出超過が多いことから、仕事は通勤

圏内にありながら、居住地をより南部へ求めて転出する者が多いと推察されます。 

また、年齢階級別にみると、大学等進学や就職によると推察される転出者数が、大学等卒業

後の就職等による転入数（Ｕターン数）を上回っており、大学卒業者にとって、長浜市に居住

しながら勤務できる企業が十分に立地していない、あるいは文系学部卒業者が活躍できる職種

が少ないと推察されます。さらに、20～30歳代については、これまでの転入超過から、減少局

面に入っており、とりわけ出産適齢期の女性においては、近年、転出超過基調にあります。 

 

将来人口推計について、国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」）の推計によると、

本市では 2010（Ｈ22）年に 12.4万人であった人口は、2060（Ｈ72）年には 8.5万人まで減少す

ることが見込まれ、おおむね国と同様のペースで人口減少が進んでいくと推察されます。 

本市の将来人口には、社会増減よりも自然増減のほうが影響度は高いと分析されるものの、人

口構造の高齢化を抑制する面からも、自然動態と社会動態の両面から対策を講じながら、互いの

効果を高めることが求められます。 

 

（２）将来展望 

長期的展望 

国の長期ビジョンに示す目標人口を踏まえ、2060（Ｈ72）年に人口規模 100,000 人の維持

及び人口構造の若返りを目指します。 

 

この長期的展望を達成するため、次の３つの目標を掲げます。 

① 合計特殊出生率の上昇 

国の長期ビジョンにおける合計特殊出生率に基づき、2030（Ｈ42）年に 1.8、2040（Ｈ52）

年に人口置換水準 2.07を達成し、2040年以降は 2.07の維持を図ります。 

② 雇用の場の確保による青年層の人口流出抑制 

高校・大学卒業後の年代の就労希望を実現できる雇用環境を創出し、当該年齢層の移動率を

社人研の移動率の仮定値から半減させます。 

③ 子育て世代の転出抑制と転入促進 

20歳代後半～40歳代後半のいわゆる子育て世代が、安心して妊娠・出産・子育てをするこ

とができる社会環境を実現することで、10年後の 2025（Ｈ37）年には転出数と転入数を同数

（移動率が 0）とします。 
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これらを達成することにより、本市の人口と高齢化率の推移について、以下のような変化が見

込まれます。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

２．長浜市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

この総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法に基づき、国の総合戦略と「長浜市人口ビジョン」

を踏まえ、本市の「まち・ひと・しごと創生」に向けた基本目標や施策の基本的な方向をまとめた

ものです。また、基本目標の数値目標や、各施策の効果を客観的に検証できる重要業績評価指標（Ｋ

ＰＩ）を定めています。 

（１）基本的な視点 

長浜市人口ビジョンを踏まえ、本市が目指すべき将来の方向性として、次の３つを基本的な視

点とします。 

視点① 三大都市圏及び滋賀県南部への人口流出の抑制 

視点② 若い世代の就労、結婚、「妊娠・出産・子育て」の希望実現 

視点③ 地域の経営資源を生かした課題解決と地域活性化 

長浜市の人口の推移と長期的な見通し 

 

 

 

長浜市の高齢化率の推移と長期的な見通し 
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(人)

社人研推計準拠

長浜市独自推計

合計特殊出生率

及び若い世代の

純移動率の改善

により、人口増加

高齢化率（65 歳

以上人口比率）

は、2060（Ｈ72）

年には 37.4％ま

で上昇する見通

しであるが、

2050（Ｈ62）の

33.1％をピーク

に、2060（Ｈ72）

年には 32.0％に

低減されると見

込まれます。 

 

2060（Ｈ72）の推計人口は、

「国立社会保障・人口問題

研究所」が推計した値と比

較すると、14,814人の増加

が見込まれます。 



29

これらを達成することにより、本市の人口と高齢化率の推移について、以下のような変化が見

込まれます。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

２．長浜市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

この総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法に基づき、国の総合戦略と「長浜市人口ビジョン」

を踏まえ、本市の「まち・ひと・しごと創生」に向けた基本目標や施策の基本的な方向をまとめた

ものです。また、基本目標の数値目標や、各施策の効果を客観的に検証できる重要業績評価指標（Ｋ

ＰＩ）を定めています。 

（１）基本的な視点 

長浜市人口ビジョンを踏まえ、本市が目指すべき将来の方向性として、次の３つを基本的な視

点とします。 

視点① 三大都市圏及び滋賀県南部への人口流出の抑制 

視点② 若い世代の就労、結婚、「妊娠・出産・子育て」の希望実現 

視点③ 地域の経営資源を生かした課題解決と地域活性化 

長浜市の人口の推移と長期的な見通し 

 

 

 

長浜市の高齢化率の推移と長期的な見通し 
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高齢化率（65 歳
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年には 37.4％ま

で上昇する見通

しであるが、

2050（Ｈ62）の

33.1％をピーク

に、2060（Ｈ72）

年には 32.0％に

低減されると見

込まれます。 

 

2060（Ｈ72）の推計人口は、

「国立社会保障・人口問題

研究所」が推計した値と比

較すると、14,814人の増加

が見込まれます。 

 

（２）基本目標とその実現に向けた施策等 

基本目標① 産業振興により「活力あるまち」を創造します。 

様々な角度から産業振興による新たな雇用を創出し、市外からの新たな人の流れを生み出す

ことで、「しごと」と「ひと」の好循環を作り出し、持続可能な「まち」の活性化を図っていく

ものとし、総合戦略では、「産業振興」を一つの大きな原動力として、子どもや若者が明るい未

来を描く、持続可能な希望に満ちあふれた「活力あるまち」を創造します。 

 

【数値目標】製造品出荷額等における付加価値額の比率 

基準値(H25年度) 目標値(H31年度) 

31.71 ％ 33.0 ％ 

 

【目標実現に向けた施策の基本的方向と施策】 

◆地域資源を生かした産業振興と創業支援 

◆バイオ技術を活用した次世代成長産業の振興…環境バイオビジネスの創出 等 

◆グローバル展開を目指す地元企業の育成…海外販路開拓につながる人材ネットワークの確立 等 

◆企業誘致の促進や地元企業への持続的な経営支援…企業進出や本社機能移転に対する積極的な支援 等 

◆足腰の強い「農林業」の再生と生産物の高付加価値化…持続できる農業の新たな担い手の創出 等  

◆観光産業の振興と交流人口の拡大…宿泊・滞在型観光の強化 等 

 

【ＫＰＩ】女性の起業者数、誘致企業数、海外ビジネスマッチング件数 等 
 

 

基本目標② 地域資源を生かし「魅了するまち」を創造します。 

年間 600 万人以上が訪れる「観光商業都市」としての強みを生かし、国内外から新たな人を

呼び込み、「まち」の賑わいを創出するとともに、併せて、本市を訪れたいと思った人、あるい

は既に訪れた人が、市に対して好印象を抱くような「おもてなし」が行き届いた魅力的な都市

の実現を目指します。 

総合戦略においては、数多くの地域資源を生かし、本市への人の流れをつくり出すとともに、

来訪者の受入体制を整え、人々を「魅了すること」を通じて、将来的な移住・定住につなげて

いきます。 

 

【数値目標】本市への観光入込客数（年間）  

基準値(H25-H26平均) 目標値(H31年度) 

6,685,900 人 8,000,000 人 

 

【目標実現に向けた施策の基本的方向と施策】 

   ◆地域資源を生かした都市ブランド力の強化と観光振興…インバウンド観光の推進 等 

◆「移住・定住」と「Ｕ・Ｊ・Ｉターン」の促進…移住・定住に係る受入体制の整備と情報発信 等  

◆地元大学等の機能強化…地元大学及び地方専門機関等の機能強化 

 

【ＫＰＩ】宿泊者数、移住件数、新卒者の地元就職率 等 
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基準値(H26年度) 目標値(H31年度) 

1.6  1.67  
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基準値(H26.10) 目標値(H31.10) 

121,965 人 119,600 人 

 

 

    

  

    

 

  

    

 

  



31

○広報・広聴活動

１．広報活動

ア 広報ながはま 毎月１日発行‥‥‥Ａ４版28ページ42,300部（全世帯配布） 
〃   毎月15日発行‥‥‥Ａ４版16ページ42,300部（全世帯配布） 
〃   ポルトガル語版毎月15日発行・・・Ａ４版４ページ1,000部 
〃   スペイン語版毎月15日発行・・・・Ａ４版４ページ500部 

（各公民館・民間事業者へ配布） 
※毎月１日号・15日号・ポルトガル語版・スペイン語版とも、長浜市ホームページにＰＤＦ

版を掲載。 
イ テレビ放送‥‥‥ＮＨＫ：「ＮＨＫ文字放送」（220字/枠×３枠、随時更新） 

  ＺＴＶ：「ながはまテレビ（長浜市行政情報番組）」（24時間、動画放送10 
分と文字放送20分を繰り返し放送。 

ウ インターネット放送‥‥‥ＳＴＵＤＩＯこほく：長浜チャンネル

（不定期午後９時～１０時の７分間） 
エ ホームページ‥‥‥行政の動きなどを随時提供しています。 
オ Facebook（フェイスブック）ページ‥‥‥市民活動の様子やまちの話題を随時提供して 

います。 
 カ LINE（ライン）ページ‥‥‥市民活動の様子やまちの話題を随時提供しています。 
キ 報道関係機関との連絡調整を行い、まちの話題や市政の動きなどを提供しています。 

 

２．広聴活動 

ア 座ぶとん会議の開催‥‥‥‥‥‥市長がまちづくりグループなどとの懇談を通して生の声を

聴きその声を施策に反映させています。（月２回程度実施） 
イ 長浜まちづくり１００人委員会‥あらかじめ登録していただいた市民に市の施策等に関して

意見を聴き、計画や施策に反映させていきます。 
ウ 市政へひとこと（メール）‥‥‥市ホームページで、くらし、市政、まちづくり等に関する

意見・提案・要望等を把握し、市政運営の参考としていま

す。 
エ わがまちメール‥‥‥‥‥‥‥‥市の施策等に関して、広く市民からの意見を聴き、計画や

施策に反映させていきます。 
オ ご意見箱‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥本庁１階ホール、北部振興局、各支所玄関にご意見箱を設

置し、市政についての意見・提案等を聴いています。 
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○ふるさと寄附

１．寄附件数及び金額推移

年 度 件 数 金 額

～平成２３年度 件 円

平成２４年度 件 円

平成２５年度 件 円

平成２６年度 件 円

平成２７年度 件 円

累 計 件 円

 

２．長浜市ふるさと寄附条例に定める使途内訳

使 途 件 数 金 額

未来を担う子どもたちの支援に関する事業 件 円

健康づくり、福祉及び医療に関する事業 件 円

自然環境の保全及び循環型社会づくりに関する事業 件 円

町並み景観の保存及び観光の振興に関する事業 件 円

歴史、文化及び芸術の伝承又は振興に関する事業 件 円

その他目的の達成のために市長が必要と認める事業 件 円

病院事業 件 円

合 計 件 円
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　 　 　 　 　 　 〔 原 子 力 安 全 対 策 室 〕

防 災 危 機 管 理 局

技 術 監 理 室

上 下 水 道 課

開 発 建 築 指 導 課

　 〔 す ま い 政 策 推 進 室 〕

農 政 課

観 光 振 興 課

長 浜 駅 周 辺 ま ち な か 活 性 化 室

商 工 振 興 課

　 〔 湖 北 地 域 介 護 認 定 審 査 室 〕

高 齢 福 祉 介 護 課 【 福 祉 事 務 所 】

建 築 住 宅 課

道 路 河 川 課

　 〔 交 通 対 策 室 〕

都 市 計 画 課

　 〔 鳥 獣 害 対 策 室 〕

森 林 整 備 課

社 会 福 祉 課 【 福 祉 事 務 所 】

〈 西 浅 井 支 所 〉

〈 余 呉 支 所 　 　 〉

〈 高 月 支 所 　 　 〉

〈 湖 北 支 所 　 　 〉

〈 虎 姫 支 所 　 　 〉
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○ふるさと寄附

１．寄附件数及び金額推移

年 度 件 数 金 額

～平成２３年度 件 円

平成２４年度 件 円

平成２５年度 件 円

平成２６年度 件 円

平成２７年度 件 円

累 計 件 円

 

２．長浜市ふるさと寄附条例に定める使途内訳

使 途 件 数 金 額

未来を担う子どもたちの支援に関する事業 件 円

健康づくり、福祉及び医療に関する事業 件 円

自然環境の保全及び循環型社会づくりに関する事業 件 円

町並み景観の保存及び観光の振興に関する事業 件 円

歴史、文化及び芸術の伝承又は振興に関する事業 件 円

その他目的の達成のために市長が必要と認める事業 件 円

病院事業 件 円

合 計 件 円
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　■　長浜市病院事業　組織図　　　　　（平成２８年４月１日現在）
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　■　長浜市病院事業　組織図　　　　　（平成２８年４月１日現在）
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